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～ 平成29年１月１日より65歳以上の方も雇用保険の適用対象となります ～  

 雇用保険の適用拡大について 

 平成29年１月１日以降、65歳以上の労働者についても、「高年齢被保険者」として雇用保険の適用の対

象となります（平成28年12月末までは、「高年齢継続被保険者」（※１）となっている場合を除き適用除

外です。）。 

 ○ 平成29年１月１日以降に新たに65歳以上の労働者を雇用した場合【例１参照】 

   雇用保険の適用要件（※２）に該当する場合は、事業所管轄のハローワークに「雇用保険被保険者資   

  格取得届」（以下「資格取得届」という。）を提出（※３）してください。 

 ○ 平成28年12月末までに65歳以上の労働者を雇用し平成29年１月１日以降も継続して雇用している場 

  合【例２参照】 

   雇用保険の適用要件（※２）に該当する場合は、平成29年１月1日より雇用保険の適用対象となりま 

  す。事業所管轄のハローワークに「資格取得届」を提出（※４）してください。 

 ○ 平成28年12月末時点で高年齢継続被保険者（※１）である労働者を平成29年１月１日以降も継続し 

  て雇用している場合【例３参照】 

   ハローワークへの届出は不要です（自動的に高年齢被保険者に被保険者区分が変更されます。）。 

 （※１）65歳に達した日の前日から引き続いて65歳に達した日以後の日において雇用されている被保険者。  

 （※２）１週間の所定労働時間が20時間以上であり、31日以上の雇用見込みがあること。 

 （※３）被保険者となった日の属する月の翌月10日までに提出してください。 

 （※４）提出期限の特例があります。平成29年３月31日までに提出してください。 

《 適用要件に該当する65歳以上の労働者を雇用した場合の雇用保険の適用例 》 

  雇入れ後に所定労働時間の変更等の労働条件の変更があり適用要件に該当することとなった場合は、 

 労働条件の変更となった日の属する月の翌月10日までに管轄のハローワークに届出をしてください。  

〈例１〉平成29年１月１日以降に新たに雇用した場合 

 → 雇用した時点から高年齢被保険者となりますので、雇用した日の属する 

  月の翌月10日までに管轄のハローワークに届出をしてください。  

〈例２〉平成28年12月末までに雇用し平成29年１月1日以降も継続して雇用している場合 

 → 平成29年１月１日より高年齢被保険者となりますので、平成29年３月 

  31日までに管轄のハローワークに届出をしてください。  

  平成29年１月1日以降に所定労働時間の変更等の労働条件の変更があり 

 適用要件に該当することとなった場合は、労働条件の変更となった日の 

 属する月の翌月10日までに管轄のハローワークに届出をしてください。  

〈例３〉高年齢継続被保険者（※１）である労働者を平成29年１月1日以降も 

    継続して雇用している場合 

 → 自動的に高年齢被保険者となりますので、届出は不要です。  



Q＆A 

Q１ 平成29年１月１日以降に新たに雇用した65歳以上の労働者だけが対象となりますか。それとも、平成28年12 
  月末までに雇用した65歳以上の労働者がいますが、平成29年１月１日になったら雇用保険の加入手続きをしな 
  ければならないのですか。 
 
A１ 平成29年１月１日以降に65歳以上の労働者を新たに雇用した場合だけでなく、平成28年12月末までに雇用し 
  た65歳以上の労働者についても、 １週間の所定労働時間が20時間以上であり、31日以上の雇用見込みがあ 
  れば、原則として雇用保険の適用の対象となりますので、加入手続きを行う必要があります。 
   平成28年12月末までに雇用し平成29年１月１日以降も継続して雇用している65歳以上の労働者の資格取得 
  届は、平成29年３月31日までに管轄のハローワークに提出してください。 

Q５  雇用保険被保険者資格取得届について、提出に当たり添付書類は必要ですか。 
 
A５ 原則として添付書類は不要です。 
  ただし、事業所として資格取得届の提出が初めての場合は、賃金台帳、労働者名簿、出勤簿（タイムカード等）、 
  その他社会保険の資格取得関係書類、雇用契約書など、その労働者を雇用したこと及びその年月日などが確 
  認できる書類の添付が必要です。 
   また、届出の内容に不整合がある等の場合についても、書類を提出いただく場合があります。詳しくは管轄の 
  ハローワークにお問い合わせ下さい。 

Q４ 雇用保険被保険者資格取得届の様式はどこで手に入りますか。 
 
A４ 届出の様式は、ハローワークで配布していますが、ホームページからもダウンロードが可能です。  
 【雇用保険関係の届出の様式のダウンロードはこちらです】 
 https://hoken.hellowork.go.jp/assist/600000.do?action=initDisp&screenId=600000 
  ※印刷の際には、印刷ページに記載のある印刷時の注意事項や印刷帳票のポイントをよくご確認ください。 

Q３  65歳以上の方も雇用保険料を徴収する必要がありますか。 
 
A３  保険料の徴収は、平成31年度までは免除となります。保険料率は、毎年変更になる可能性がありますので、 
  詳しくは厚生労働省ホームページをご確認ください。  
 【雇用保険料率について】http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000108634.html 
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Q２ 平成28年12月末までに雇用した65歳以上の労働者について、適用要件に該当するかどうかはいつの時点で 
  判断しますか。また、労働者が雇用保険の適用を希望しない場合はどうすればよいのですか。 
 
A２  適用要件に該当するかは、平成29年１月１日時点で判断してください。要件に該当すれば雇用保険の被保険 
  者資格の取得日は平成29年１月１日となります。なお、事業主や労働者の希望の有無にかかわらず、要件に該 
  当すれば必ず適用となります。 

Q６  平成28年12月末までに65歳以上の者を雇用したが、平成28年12月末までに退職した場合や、平成29年３月 
   31日までの届出をする前に退職した場合は、どういう手続きが必要ですか。 
 
A６ 平成28年12月末までに退職した場合は、手続きは不要です。 
  平成29年３月31日までの届出をする前に退職した場合については、平成29年１月１日から退職までの間は雇用 
  保険の被保険者となりますので、被保険者でなくなった日の翌日から10日以内に、雇用保険被保険者資格喪失 
  届に雇用保険被保険者資格取得届も添えて提出してください。 


